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項目 集計
範囲 単位 2019年

3月期
2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

気候変動への
対応

エネルギー使用量 C※3 千kL - - 159 160 152

CO₂排出量

スコープ1 - - 54 53 56

スコープ2 - - 259 263 231

スコープ3 - - 26,371 23,376  -

カテゴリ1：購入した製品・サービス - - 4,911 4,332 -

カテゴリ2：資本財 - - 21 101 -

カテゴリ3：�スコープ1，2に含まれない
燃料及びエネルギー活動 C※3 千t-CO₂ - - 46 50 -

カテゴリ4：輸送、配送(上流) - - - 299 -

カテゴリ5：事業から出る廃棄物 - - 206 83 -

カテゴリ6：出張 - - 2 3 -

カテゴリ7：雇用者の通勤 - - 4 26 -

カテゴリ11：販売した製品の使用 - - 20,907 18,299 -

カテゴリ12：販売した製品の廃棄 - - 273 179 -

カテゴリ14：フランチャイズ - - 2 2 -

電力使用による延べ床面積当たりCO₂排出量 C※3 kg-CO₂/㎡ 53.2 51.0 40.9 40.4 35.0

物流効率化によるCO₂削減量 B t-CO₂ 87.4 75.7 73.9 72.4 69.9

再生可能
エネルギー
の導入

再生可能エネルギー使用量 C※3 千kWh 11,167 10,847 10,593 11,328 10,714

太陽光発電量(店舗屋上等) C※3 千kWh 46,508 43,830 46,873 48,367 49,145

電力使用量全体に占める
再生可能エネルギー率※1 C※3 % 1.84 1.85 1.94 2.03 2.16

廃棄物削減と
資源循環

廃棄物量 産業廃棄物排出量※2 C※3 t 18,162 20,875 60,980 133,949 175,105

リユース・
リサイクル

テレビリユース台数

B 台

9,585 8,556 7,911 6,732 8,586

冷蔵庫リユース台数 30,380 23,634 24,932 31,458 75,521

洗濯機・乾燥機リユース台数 55,795 23,495 24,094 40,013 43,555

エアコンリユース台数 - - - 460 532

パソコンリユース台数 352,047 395,363 417,261 358,265 408,312

合計 447,807 451,048 474,198 439,928 536,506

小型家電リサイクルの取扱台数 B 千台 630 726 802 958 830

再資源化重量（熱利用重量を含む） B t 4,279 5,560 6,280 7,660 6,192

インクカートリッジ回収個数 B 個 930,329 1,061,896 1,210,177 940,097 868,645

ESGデータ集

環境関連データ

集計範囲の記号表記

A：ヤマダホールディングス
B：ヤマダデンキ
C：ヤマダホールディングスおよびその傘下の主要事業会社（連結）

※1 2022年3月期より集計範囲を拡大しました　※2 2023年3月期より住建セグメントのヒノキヤグループを集計範囲に追加しました　
※3 非連結子会社を含みます　＊ 精度向上のため過年度の値を遡及修正しています　＊   マークは第三者保証を受けた数値となります
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項目 集計
範囲 単位 2019年

3月期
2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

従業員に
関するデータ

正社員数

男性

C

名

16,733 17,498 19,126 18,323 19,912

女性 2,120 2,487 5,174 4,628 5,372 

合計 18,853 19,985 24,300 22,951 25,284

男性

A※1

9,055 9,153 653 753 470

女性 1,377 1,386 108 139 130

合計 10,432 10,539 761 892 600

臨時雇用者
男女計 C

名
9,520 9,496 9,258 8,441 6,148

男女計 A※1 7,744 7,709 217 228 103

新卒採用者数※2※3

男性

C※7 名

73 104 388 358 573

女性 14 45 197 241 303

合計 87 149 585 599 876

平均勤続年数※2 男女計 C※4 年 11.8 12.7 12.7 12.6 9.9※8

ダイバー
シティ

女性比率
管理職

A

％

3.1 3.0 7.6 8.0 11.3

C※4 3.0 3.2 3.8 4.0 3.6

正社員 C 11.2 12.4 21.3 20.2 21.2

障がい者雇用率（非正社員含む）※5 C ％ - - - - 2.3

定年再雇用者率※2 C※7 ％ 81.8 82.9 85.3 89.0 82.3

外国籍雇用者数※2

男性

C※7 名

73 103 176 85 108

女性 67 121 125 93 105

合計 140 224 301 178 213

ワーク・
ライフ・
バランス

離職率※2 C※4 ％ 4.3 5.6 5.3 6.1 6.4

有給休暇取得率
正社員※3 C※7

％
26.5 28.9 45.8 46.2 51.0

正社員+非正社員 C - - - - 56.9

育児休業取得者数※2

男性

C※7 名

11 28 37 32 41

女性 122 215 265 187 217

合計 133 243 302 219 258

育児休業取得率※9
男性

A+B ％
- - - - 14.3

女性 - - - - 119.2

育児短時間勤務
取得者数※2

男性

C※7 名

1 10 13 7 9

女性 134 350 730 581 628

合計 135 360 743 588 637

介護休業取得者数※2

男性

C※7 名

1 4 3 2 3

女性 2 5 5 5 0

合計 3 9 8 7 3

労働組合加入率※6 C ％ 76.8 76.4 79.2 75.1 75.1

従業員満足度調査　総合評価※10 A+B - - - - - B

社会関連データ
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社会関連データ

項目 集計
範囲 単位 2019年

3月期
2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

労働安全衛生

労働災害件数

休業　

A+B 件

88 74 78 64 64

不休業 165 195 141 108 178

合計 253 269 219 172 242

休業災害度数率 B - - - - - 0.69

ストレスチェック受検率 C※4 ％ 91.2 94.5 92.3 92.7 93.2

健康診断受診率 C※4 ％ 92.1 95.8 93.0 93.8 97.9

人材育成
資格保有者数

家電製品アドバイザー

C※7 名

7,672 8,295 8,408 8,956 9,346 

スマートマスター 758 1,068 1,146 1,274 1,256

フォトマスター - - 1,663 1,679 1,613

販売士1級～ 3級 - - 1,251 1,268 1,011

1級建築士 - - 184 227 165

2級建築士 - - 659 727 590

1級建築施工管理技士 - - 148 178 141

2級建築施工管理技士 - - 125 154 150

宅地建物取引士 - - 534 580 556

スリープアドバイザー - - 491 595 625

第二種電気工事士 - - - 627 657

インテリア
コーディネーター - - 180 190 215

2級フィナンシャル
プランニング技能士 - - - 203 129

合計 8,430 9,363 14,789 16,658 16,454 

1人当たりの平均研修時間 C※2 時間 - - - - 19

取引先
アンケート
回収率

ヤマダホールディングス
取引先

対象会社数
A

社 - - - 121 280

回収率 ％ - - - 43.0 56.1 

グループ会社取引先
対象会社数

C※7
社 - - 5 314 247

回収率 ％ - - 100 53.8 67.6

ヤマダデンキ主要仕入先
対象会社数

B
社 48 48 81 80 75

回収率 ％ 93.8 89.6 82.7 63.8 62.7

SPA商品委託製造会社
対象会社数

A
社 25 18 19 37 39

回収率 ％ 100 100 100 70.3 100

※1 HD体制への移行に伴い、ヤマダデンキへの人員異動を行いました
※2 正社員のみ
※3 2019年3月期から2020年3月期まではヤマダ電機単体の数値
※4 2019年3月期から2022年3月期までは非連結含む
※5 2023年3月期より雇用率の開示へ変更しました
※6 2022年3月期より、ヤマダホールディングスおよびその傘下の主要事業会社を対象としています
※7 非連結子会社を含みます
※8 契約社員の正社員への一斉登用を実施したことに伴い、平均勤続年数が短くなりました
※9 子どもが3歳になるまでの間に育児休業を取得できるため、取得率が100％を超える場合があります
※10  S、A、B＋、B、B－、C、Dの7段階評価
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ガバナンス関連データ

項目 集計
範囲 単位 2019年

3月期
2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

コーポレート・
ガバナンス

取締役の人数※

男性

A

名

16 8 8 6 6

女性 1 2 2 2 2

合計 17 10 10 8 8

取締役女性比率※ % 5.9 20 20 25 25

社外取締役の人数
（うち独立役員人数）※

男性

名

2（2） 1(1) 1(1) 2(2) 2(2)

女性 0(0) 1(1) 1(1) 1(1) 1(1)

合計 2(2) 2(2) 2(2) 3(3) 3(3)

取締役の任期 年 2 2 2 2 2

取締役会開催回数 回 21 21 20 21 20

取締役会出席率
社外取締役

%
100 100 97.1 98.8 100

社外監査役 100 95.2 92.5 100 100

執行役員人数※

男性

名

19 20 32 11 11

女性 2 2 2 1 1

合計 21 22 34 12 12

執行役員兼取締役 男女計 11 6 5 3 3

監査役の人数※

男性 3 4 4 4 4

女性 0 0 0 0 0

合計 3 4 4 4 4

監査役女性比率※ % 0 0 0 0 0

社外監査役の人数
（うち独立役員の人数）※

男性

名

2（2） 2（2） 2（2） 2（2） 2（2）

女性 0（0) 0（0) 0（0) 0（0) 0（0)

合計 2（2） 2（2） 2（2） 2（2） 2（2）

監査役の任期 年 4 4 4 4 4

監査役会開催回数 回 12 12 12 12 12

監査役会出席率 社外監査役 % 100 91.6 95.8 100 100

役員報酬

取締役合計
（社外取締役除く）

百万円

946 975 695 631 637

監査役合計
（社外監査役除く） 21 21 39 45 50

社外役員 20 20 20 20 26

IR活動
定時株主総会

A 回
1 1 1 1 1

投資家・アナリスト向け説明会・ミーティング 221 212 247 208 204

※ 人数および比率は、各年6月の株主総会終了時点


